予算要求資料
平成２８年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名　岐阜県防災情報通信システム整備事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　危機管理部　危機管理政策課　防災情報整備係　電話番　号：058-272-1111（内2418）

　　　　　　　E-mail： c11117@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　６，３７６，７１６千円（前年度予算額：５０，５００千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一般

財源

	前年度
	50,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	50,500
	0

	要求額
	6,376,716
	0
	549,542
	0
	0
	0
	0
	 5,810,200
	16,974

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）　　　
　　　現在の防災情報通信システムは、平成７年の運用開始から２０年が経過し、設備の老朽化による障害が多発している。また、製造が中止された保守部品もあり、障害が発生すると、復旧に時間を要することが危惧されている。
　　　さらに、現在のシステムはＩＰデータ通信に対応していないため、大容量データ通信ができず、災害現場の映像を共有することができないなど、近年の災害対応のニーズに応えられていない状況である。
　　　このため、平成２７年度から平成２９年度の３か年度にわたり、次期岐阜県防災情報通信システムの更新整備を行う。
（２）事業内容

　　　災害が発生し、固定電話、携帯電話、インターネットなどの民間通信事業者の回線が通信の集中により輻輳したり、断線などにより使用できなくなった場合であっても、県、市町村、さらには警察、消防、自衛隊などの防災関係機関との通信機能を確実に確保するため、「地上系」・「衛星系」・「移動系」の三層の一体的な整備を行う。
　　　平成２８年度においては、局舎建設、通信鉄塔建設のほか、通信用機器の設置等整備工事に本格的に着手する。

　　＜整備概要＞

　　　①地上系
　　　　・岐阜情報スーパーハイウェイ又は一部民間通信事業者の回線を利用して、全１２９拠点で大容量通信が可能な通信網を整備
　　　②衛星系
　　　　・自治体衛星通信機構が運営する衛星を活用した通信網を整備
　　　　・県、市町村、消防本部などの災害対応の中心機関には、固定型の衛星通信設備を常設
　　　　・自衛隊、災害拠点病院、広域防災拠点等その他防災関係機関には、必要に応じ県事務所から可搬型衛星通信設備を移動できる体制を整備
　　　③移動系
　　　　・県独自中継所によるデジタル無線（260MHz帯）により整備
　　　　・「デジタル無線化による通信エリア減少対策」、「通信回線のＷループ化による通信回線の強靭化」のため中継所を新設
　　　　・全拠点に、災害時に機動的に対応できるよう、可搬性を有し、音声、ＦＡＸ通 信が可能な半固定型無線機を中心に整備

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	工事請負費等
	6,337,179
	機器費、工事費等

	委託料
	24,688
	業務委託料

	補償費
	500
	立木補償費

	事務費
	14,349
	各種手数料、業務旅費等

	合計
	6,376,716
	


＜後年度の負担＞

	平成27年度（契約済）
	平成28年度
	平成29年度（債務負担）
	合計

	48,564
	6,376,716
	2,441,340
	8,866,620


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）国・他県の状況

　　　防災情報通信システムは、全都道府県で整備済み
（２）後年度の財政負担
　　　通信回線料、機器保守などのランニングコストが発生
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　岐阜県防災情報通信システムを更新し、平成２９年度の運用開始を目指す。
　地上系通信は光ファイバーである岐阜情報スーパーハイウェイを活用、衛星系通信は地域衛星通信ネットワークの第二世代に更新するとともに、移動系通信は、全拠点に半固定型無線機を中心とした整備を実施する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	本システムを平成29年度に本格稼働させることを目標達成とする。



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　岐阜県防災情報通信システム基本・実施設計


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　基本設計及び実施設計により、次期システムの更新を行う際に必要となる設備、機能等が明確化された。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　岐阜県防災情報通信システムは、防災対策上不可欠なシステムであり、災害発生時においても、県、市町村、警察、消防、自衛隊等防災関係機関が相互に、確実に防災情報（市町村からの支援要請情報、県からの気象予警報情報等）を伝達できるよう構築する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	　県、市町村、警察、消防、自衛隊等防災関係機関を結ぶための重要な通信回線であり、防災対策上、不可欠な設備である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　災害発生時に確実に通信機能を確保できるよう、地上系、衛星系、移動系の三層構成としており、通信機能の複層化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　既存システムは老朽化が著しいため、早急に次期システムの整備が必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　近年、局地的な集中豪雨や豪雪による災害が多発している。

さらに、御嶽山の噴火に見られるように、想定外の災害が発生する可能性も高まっている。

このような状況において、県民の生命・財産を守るためには、災害発生時に確実に防災関係機関の情報伝達手段を確保する必要がある。

このため、平成29年度の運用開始に向け、着実に地上系、衛星系、移動系の整備を進める。


